
金　　額 金　　額

(資産の部) 千円 (負債の部) 千円

流　動　資　産 2,365,473 流　動　負　債 511,690 

現 金 お よ び 預 金 750,508 短 期 借 入 金 15,751 

売 掛 金 14,608 未 払 金 195,046 

未 収 金 219,030 未 払 費 用 131,545 

貯 蔵 品 71,192 未 払 法 人 税 等 17,067 

前 払 費 用 2,222 賞 与 引 当 金 34,821 

関係会社短期貸付金 1,300,000 そ の 他 の 流 動 負 債 117,459 

そ の 他 流 動 資 産 9,312 固　定　負　債 167,447 

貸 倒 引 当 金 △ 1,401 長 期 借 入 金 5,072 

固　定　資　産 2,154,248 退 職 給 付 引 当 金 41,337 

　有 形 固 定 資 産 1,332,413 役員退職慰労引当金 6,519 

建 物 237,118 預 り 加 入 保 証 金 93,446 

構 築 物 553,972 資 産 除 去 債 務 21,072 

放 送 設 備 222,764 

通 信 設 備 133,445 

車 両 運 搬 具 0 (純資産の部)

工 具 器 具 備 品 185,113 株　主　資　本 3,840,583 

　無 形 固 定 資 産 70,528 　資    本    金 680,000 

電 話 加 入 権 1,457 　資 本 剰 余 金 70,000 

ソ フ ト ウ ェ ア 69,070 資　本　準　備　金 70,000 

　投資その他の資産 751,306 　利 益 剰 余 金 3,090,583 

長 期 前 払 費 用 698,002 利　益　準　備　金 36,750 

差 入 保 証 金 21,559 その他利益剰余金 3,053,833 

繰 延 税 金 資 産 31,694 　　繰越利益剰余金 3,053,833 

そ の 他 の 投 資 等 50 

679,138 負　　債　　計

貸 借 対 照 表

科　　目科　　目

(令和6年3月31日現在)

純　資　産　計 3,840,583 

資 　産 　合 　計 4,519,721 負債･純資産 合計 4,519,721 



千円 千円

1,195,970  

1,508,140  

132,012  2,836,123  

1,565,968  

1,270,154  

924,607  

345,547  

4,286  

17,810  22,097  

2,233  

1,406  3,639  

364,005  

67,785  67,785  

296,219  

87,000  

3,520  90,520  

205,699  

損 益 計 算 書

売 上 高

放 送 事 業 収 入

通 信 事 業 収 入

金 額

令和  6 年  3 月 31 日まで

令和  5 年  4 月  1 日から

科 目

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 利 益

伝 送 路 等 撤 去 費

特 別 損 失

法人税､住民税および事業税

そ の 他 の 収 入

売 上 原 価

営 業 利 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

経 常 利 益

受 取 利 息

雑 収 入

売 上 総 利 益

販売費および一般管理費

営 業 外 収 益



資本剰余金

その他
利益剰余金

繰越利益
剰余金

千円 千円 千円 千円 千円 千円

680,000 70,000 33,000 2,889,384 3,672,384 3,672,384

準 備 金 の
積 立

3,750 △3,750

剰 余 金 の
配 当

△37,500 △37,500 △37,500

当 期 純 利 益 205,699 205,699 205,699

3,750 164,449 168,199 168,199

680,000 70,000 36,750 3,053,833 3,840,583 3,840,583

株主資本等変動計算書

利益準備金

純資産合計

株  主  資  本

資本準備金
資本金

株主資本
合計

利益剰余金

当 期 首 残 高

当期変動額合計

当 期 末 残 高

令和  5 年  4 月  1 日から

令和  6 年  3 月 31 日まで



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)資産の評価基準および評価方法

棚卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品：先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法により算定)によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産：定額法によっています。

無形固定資産：自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

  定額法によっています。

長期前払費用：光引込工事については、主として、利用可能期間（７年）に基づく定額法によっ

ています。

(3)引当金の計上基準

a) 貸 倒 引 当 金 ： 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

b) 賞 与 引 当 金 ： 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上

しています。

c) 退 職 給 付 引 当 金 ： 従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給

額より、勤労者退職金共済機構の期末支給見込額を控除した額を

計上しています。

d) 役員退職慰労引当金 ： 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退任慰労金規程に基

づく期末要支給額を計上しています。

(4)収益及び費用の計上基準

有線テレビジョン放送事業および電気通信事業（インターネットサービス）は、顧客との利用

契約に基づき主にサービスを提供する事業であります。当該サービスについては、一定期間にわ

たり履行義務が充足されると判断し、顧客との契約期間にわたって収益を認識しております。

２．収益認識に関する注記

　（収益を理解するための基礎となる情報）

　収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記(4)

収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

顧客との契約から生じる収益 2,836,123千円

３．貸借対照表に関する注記

(1)有形固定資産の減価償却累計額 4,627,383千円 ##

(2)関係会社に対する金銭債権および金銭債務

（貸借対照表に別掲しているものを除く）

関係会社に対する短期金銭債権 22千円

関係会社に対する短期金銭債務 28,968千円

個　別　注　記　表
令和  5 年  4 月  1 日から

令和  6 年  3 月 31 日まで



４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上原価 272,872千円

販売費および一般管理費 49,364千円

営業取引以外の取引による取引高

受取利息 4,280千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

(1)当事業年度の末日における発行済株式の数

普通株式 15,000株

(2)当事業年度中に行った剰余金の配当

配当金の総額 37,500千円

一株当たり配当額 2,500円

基準日 令和５年３月31日

効力発生日 令和５年６月30日

(3)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　　令和６年６月21日開催の定時株主総会の議案として普通株式の配当に関する

事項を提案いたします。

配当金の総額 37,500千円

配当の原資 繰越利益剰余金

一株当たり配当額 2,500円

基準日 令和６年３月31日

効力発生日 令和６年６月28日

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

10,662千円 10,662,358円

1,616千円 1,616,261円

1,795千円 1,795,373円

429千円 429,241円

12,657千円 12,657,629円

1,996千円 1,996,118円

6,452千円 6,452,313円

繰延税金資産合計 35,609千円 35,609,293円

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 3,914千円 3,914,846円

繰延税金負債合計 3,914千円 3,914,846円
繰延税金資産の純額 31,694千円 31,694,447円

賞 与 引 当 金

賞与未払社会保険料

退 職 給 付 引 当 金

未 払 事 業 税

資 産 除 去 債 務

役員退職慰労引当金

貸 倒 引 当 金



７．金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

より資金を調達しております。

図っております。

　借入金の使途は運転資金および設備投資資金であります。

株式会社への貸付であります。

(2)金融商品の時価等に関する事項

８．資産除去債務に関する注記

９．関連当事者との取引に関する注記

取引条件および取引条件の決定方針等

(注) 短期資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。

10．１株当たり情報に関する注記

(1)１株当たり純資産額

(2)１株当たり当期純利益額

科目
役員の
兼任等

関連当事者
との関係

おりません。

属性 会社等の名称

議決権等
の所有

(被所有)
割合

関係内容
取引の
内容

その他の
関係会社

近鉄ケーブル
ネットワーク
株式会社

取引金額

資金の運用

インター
ネット
接続

サービス被所有
(38.5%)

千円
関係会社
短期

貸付金1,300,000

利息の
受取
(注)

4,280

短期資金
の貸付
(注)

92銭

 4名

13,713円 27銭

令和６年３月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、現金

および短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似するものについては、注記を省略して

おります。また、その他の金融商品については、重要性が乏しいため注記を省略しており

当社が保有する社屋は、定期借地契約を締結した土地に建設しており、契約期間満了時には

社屋撤去と原状回復の義務を有しておりますため、資産除去債務を計上しております。････

一方、当社が保有する伝送路設備は、電力会社等所有の電柱に共架しており、電柱の撤去

や移設が必要となった場合、撤去･移設する義務を有しておりますが、事業を継続する上で

共架契約を解除することは想定できないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上して

期末残高

千円

1,300,000

――

256,038円

また、昨年９月にそよら東岸和田にテレビ岸和田Service Shopを出店させたことに伴い、

６年後の契約満了時には、原状回復の義務を有しておりますため、資産除去債務を新たに

計上いたしました。･････････････････････････････････････････････････････････････

ます。･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しており、銀行等金融機関からの借入に

　売掛金および未収金に係る顧客の信用リスクは、リスク管理の方針に沿ってリスクの低減を

　関係会社短期貸付金は、キャッシュマネジメントシステムによる近鉄ケーブルネットワーク

     




